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要旨：私は，特別支援学校教員として子供の問題行動改善を目指した取り組みを行った際、保護者との連携がう

まくいったケースで劇的に子供の問題行動が改善した経験があり，保護者支援の重要性を感じている。特別支援

学校においてどのような保護者支援ができるか研究を行った。 

研究Ⅰとして，全国の知的障害特別支援学校小学部・中学部・高等部の教員を対象に質問紙調査を実施し，近年

の特別支援学校在籍児童・生徒の保護者の実態や特別支援学校における保護者対応，教員の保護者支援について

等の実態を明らかにした。研究Ⅱ①では，特別支援学校在籍児童・生徒の実態を踏まえた『特別支援学校向けペ

アレント・トレーニングプログラム』を開発及び実施し，成果や課題を検討した。研究Ⅱ②では，質問紙調査を

実施して保護者の困り感，学校へ希望する支援などについて明らかにした。 

 教員への調査により，近年，我が子の障害を理解し適切な対応ができている保護者の割合が減少傾向にあるこ

と，対応が難しい保護者が増えていること，教員は様々な対応を懸命に行っていること，保護者理解に関する研

修へ意欲をもっている教員が多いこと，ペアレント・トレーニングを学校で取り入れることについて前向きな教

員が多いことなどが明らかになった。特別支援学校の保護者への調査では，全ての保護者が様々な悩みを抱えて

おり，学校へ相談することで良い方向に向かったとの回答が多いという結果を得た。子供のことについてもっと

話し合いたいという希望を，教員と保護者の双方がもっていることも明らかになった。 

 特別支援学校で実践したペアレント・トレーニングに関しては，参加者全員から「参加して良かった」という

意見が出ると共に，参加者のGHQ検査平均値も大きく向上するという結果を得ることができた。 
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【問題と目的】 

本研究は、筆者自身の特別支援学校教員としての経験から、

特別支援教育の対象となる子供の保護者を、学校において、ど

のような形で支えることができるかという問題意識から開始し

ている。    

 近年、障害のある人の権利や意思が大切にされ、本人や保護

者の希望により様々な支援が提供されるようになると同時に、

家族への支援の重要性も謳われるようになってきている。特別

支援教育に関わる教員は、時代の変化へ対応しつつ、増え続け

ている特別支援教育対象の子供たちへ、個に合わせた最適な学

びの提供ができるよう懸命に努めている。しかし、家庭の問題

も様々にある中、本人や保護者の意思が大事にされるようにな

ってきたことで、集団生活を行う学校の場で、個人的な要望や

要求について声高に権利が主張され、対応が難しくなっている

ケースが見られ、その対応に疲労を蓄積させる教員が多くなっ

ている。保護者が学校や他者に権利主張をしたり怒りを表した

りする背景に、保護者の障害受容への課題や子育ての困難さや

大変さへの複雑な思いがあるのではないかと感じている。 

「子育て中の保護者を支援する」ことを指す言葉として「子

育て支援」「家庭支援」「家族支援」「家庭教育支援」「保護

者支援」など様々な言葉が使われている。2000 年以降に「支援」

という言葉が多用されるようになっているが、少し古い資料で

は「親訓練」や「親指導」という言葉も使われていた。これら

の言葉の指す内容や使われ方を調査したところ、文部科学省発

行の『障害のある子どもの家庭支援の手引き』の中で用いられ

ている「保護者支援」が指す内容が、本研究の意図に最も近く、

文部科学省管轄の特別支援学校における実践であることから、

本研究では「子育て中の保護者を支援する」という意味で「保

護者支援」という言葉を用いることとした。 

子供の問題において、保護者は子供の養育者であるだけでな

く、代弁者であったり、治療の担い手であったりする。免田・

伊藤ら（1995）は、1960 年頃から親は自分の子供に対して最良

の治療者になることができるという考えに基づいて、子供に対

してではなく、親に対して訓練が行われているとして、このこ

とを「親訓練」と表現している。中田（2021）は、1960 年台以

降、親を子供の問題原因ではなく共同治療者と考える治療論の

パラダイムシフトが生じ、この共同治療者論に基づく支援的介

入を総じてペアレント・トレーニングと呼ぶと論じている。「親

訓練」と「ペアレント・トレーニング」が同一のものを指して

いると解釈できるが、近年は、「ペアレント・トレーニング」

という言葉が、社会的に定着してきた。Baer & Montrose ら（1968）

が親教育に応用行動分析（ABA）を用いて効果を上げていること

や、Clark & Baker ら（1980）は親が発達障害児の効果的な教

師として機能する可能性は経験的に確立された事実であると報

告しているなど、アメリカを中心に多くの研究が行われており、

ペアレント・トレーニングはエビデンスのあるプログラムであ

ると言える。我が国では、1999 年から始まった厚⽣労働省精神・

神経疾患研究「注意⽋陥/多動性障害の診断・治療のガイドライ

ンの作成とその実証研究」の成果として厚生労働省より「ペア

レント・トレーニング実践ガイドブック」と「支援者用マニュ

アル」が出された。山口・原口ら（2021）は、日本で行われて

きたペアレント・トレーニングの研究動向について調査し、我

が国のペアレント・トレーニングに関する研究はサンプルサイ

ズが小さく、群間比較研究が少ないことが課題と述べつつ、効

果に関する一定の知見が得られたと論じている。学校や教員が

関係したペアレント・トレーニングに関する研究も数は少ない

が行われている。Baker&Heifetz（1980）は、社会経済的地位の

低い親が、効果的な子育てに関する知識や資源を利用できるよ

うにすることが不可欠であり、学校行事への参加率が高い保護

者が教育力も高いことから、ペアレント・トレーニングプログ

ラムを始めるのに最も明白で適切な場所は学校であると論じて

いる。学校でペアレント・トレーニングを実施することは、効

率的且つ効果的であると考えられる。 

 

【研究Ⅰ】 

《調査方法》Web 上フォームを利用したアンケート調査 

《調査時期》2022 年８月～9月 

《調査対象》全国の知的障害特別支援学校及び養護学校小学部 

653 校、中学部 635 校、高等部 764 校の計 2052 校にアンケー

トフォームにリンクする二次元コードを印刷した調査依頼状を

郵送し、Web 上フォームによるアンケート調査への回答を依頼

し、調査を実施した。回答者は各学部１名とし、その選出は各

校に一任した。回答のあった小学部 146 校、中学部 147 校、高

等部 152 校を分析対象とした。有効回答率は、小学部 146/653 

22.3％、中学部 147/635 23.1％、高等部 152/764 19.8％。な

お、学校としての回答ではなく、回答者自身の経験や考えに基

づいての回答を求めた。 

《調査内容》①フェイスシート（教員経験・在職年数） ②保

護者の子供の障害特性の理解･適切な関わり ③支援が必要と

されると家庭・保護者について ④要支援家庭･保護者の要因 

⑤要支援家庭・保護者への対応 ⑥保護者対応に悩みをもつ教

員について ⑦保護者対応で困ったこと ⑧保護者対応におけ

る課題 ⑨教員と保護者のパートナーシップが確立するための

取り組みとして必要であると考えられること ⑩「保護者支援

の具体的な方法」を学ぶ研修として受講したい講座 ⑪特別支

援学校向け「ペアレント・トレーニング プログラム」があれば

取り入れたいと思うか ⑫ 学校で「ペアレント・トレーニング 

プログラム」を実施するための条件 

《倫理的配慮》調査データは統計処理し、回答者及び学校など

が特定されることは一切なく結果については学術的な目的以外

に使用しないことを明示し承諾を得た（東京学芸大学研究倫理

委員会承認）。 

《結果と考察》特別支援学校には様々な事情を抱えた保護者が

いて、正否に関係なく様々な要望･クレーム･愚痴･悩みなどを訴

えており、教員は、電話連絡や面談、外部機関や福祉と連携し

ながら対応や支援をしている実態が明らかになった。「支援を

必要としている保護者の割合が増加している」と感じている教

員が小中高等部共に 80％を超えており、「我が子の障害や特性

を理解し適切な関りができている保護者が半数以下の割合」で

あると約 45％の教員が感じている。特別支援学校教員は、障害

理解や学習指導の技術だけでなく、保護者が我が子の障害理解

を深めたり、子供との適切な関り方ができるよう助言や支援を

したりする専門性を高めることも必要であると考えられる  

        【研究Ⅱ－➀】 

《実施機関》東京都内の肢体不自由部門と知的障害部門を併置

する特別支援学校（小学部・中学部・高等部）である A 特別支

援学校 

《時期》2023 年 5 月～9月に実施 

《内容》平日の午前中（9時 30 分から 12 時 30 分）に、1回 3

時間で全 5 回のペアレント・トレーニング講習会を開催した。

ペアレント・トレーニング研究会が提供しているプログラムを

中心に、特別支援学校在籍の児童・生徒によく見られる問題行



動や対応方法などの具体例を取り入れた特別支援学校向きのプ

ログラムを実施した。 

《参加者》事前にペアレント・トレーニング概要についての保

護者向け講演会を開催し、その中で、全５回ペアレント・トレ

ーニング講習会についての概要と全日程に参加できることと毎

回宿題があることを説明した。参加者 12 名。全員母親で、肢体

不自由部門小学部児童の保護者4名、高等部生徒の保護者１名、

知的障害部門小学部児童の保護者 6 名、高等部生徒の保護者 1

名。 

《方法》第 1回講習会の前後、第 2回目から第 5回目の講習会

終了時、さらに最終回である第 5回目の講習会終了の約 2週間

後にアンケート調査を実施し、これらのアンケート調査への記

述内容を検討した。また、第１回目の講習会内でＧＨＱ精神健

康度調査について説明し参加者全員の承諾を得たため第1回目

終了時、最終回終了約 2週間後に検査を実施した。 

《結果と考察》全ての回の終了後アンケートで、参加者全員が

「内容の理解ができた」と回答。全 5 回終了後のアンケート調

査では、「子供をほめている」、「子供と一緒にいて楽しい」、

「子供の言動に対していらいらする」、「子供の行動の原因を

理解し対策を考えられる」、「子供の関わりに自信をもてる」、

「子供が嬉しそうにしている」、「子供が自信をもてている」、

「子供が好ましい行動をする」、「子供が指示に応じている」、

「子供が反抗的な行動をする」という 10 項目について、「子供

に対していらいらする」と「子供が反抗的な行動をする」の 2

項目で、講習会前より後で平均値が下がっており、他 8項目で

講習会受講前より平均値が高くなっていた。ＧＨＱ検査の結果

は、講習会終了後実施の２回目は、平均で第 1回目の 21．9点

から 7.4 点低くなった。参加者の感想の記述などから、ペアレ

ント・トレーニングは、肢体不自由部門の保護者、知的障害教

育部門の保護者、また、子供の年齢も小学部の保護者だけでな

く、高等部の保護者にも効果があることを確認することができ

た。 

【研究Ⅱ－②】 

《概要》保護者が子供への理解を深めたり、保護者や教員が子

供との関り方のコツを学んだりする機会を提供するためにペア

レント・トレーニングに関する講演会を開催した。講演会に参

加した保護者を対象に、講演会当日、講演会開始前に、子育て

についての悩みや特別支援学校への希望や要望などに関するア

ンケート調査を実施した。 

《実施機関》研究Ⅱ-➀と同じ A 特別支援学校 

《時期》2023 年 5 月 

《質問項目》（講演会前）①子育てにおける悩みや問題の有無 

②子育てにおける悩みや問題の内容 ③子育てて困っているこ

とを学校関係者へ相談したか否か ④相談した学校関係者は誰

か ⑤どのような機会や方法で質問したり伝えたりしたか ⑥

学校関係者に相談したり伝えたりした結果 ⑦学校に望む保護

者支援 ⑧ペアレント・トレーニングの受講経験の有無 ⑨ど

のようなところで受講したか ⑩受講したペアレント・トレー

ニングの感想 （講演会後）⑪今回の講演会の内容を理解する

ことができたか ⑫講演会を聞いて、子育てに関する考え方が

変化したか否か ⑬「ペアレント・トレーニング」についてど

のように思ったか ⑭今回の講演で印象に残っていること ⑮

感想、意見、今後の希望など 

《結果と考察》回答者の中に「悩みや問題がない」と回答した

者はいなかった。回答した特別支援学校の保護者は、全員が問

題や悩みを抱えており、86％の保護者が、その問題や悩みにつ

いて、学校の担任へ、面談時や連絡帳を通じて、相談したり伝

えたりしているということだった。相談した学校関係者として

回答者の 100％が「担任」と回答しており、「担任」の役割の

重要性を改めて感じさせられた。保護者が、現在、特別支援学

校が実施している保護者支援に満足している割合が低いことも

浮き彫りになり、子供のことについて担任と話したり相談した

りする面談時間がもっと多くなることを望む声や、保護者自身

の悩みや子供のこと以外の問題についても心理専門職に相談で

きるようなサービスを学校に望んでいる声が多かった。ペアレ

ント・トレーニングの概要について広く浅く触れた２時間の講

演会で好評価を得ることができたことから、特別支援学校の保

護者にペアレント・トレーニングの需要が高いことを実感した。 

【総合考察】 

 教員への調査により、近年、我が子の障害を理解し適切な対

応ができている保護者の割合が減少傾向にあること、対応が難

しい保護者が増えていること、保護者理解に関する研修へ意欲

をもっている教員が多いことなどが明らかになった。ペアレン

ト・トレーニングを学校で取り入れることについて、前向きな

回答をした教員が多く、既に実施しているという学校もある事

実が判明した。特別支援学校の保護者への調査の結果では、全

ての保護者が子供のことを中心に様々な悩みを抱えており、担

任をはじめとした学校へ相談することで、悩みが軽くなるなど

良い方向に向かったとの回答が多かった。子供のことについて

もっと話し合いたいという希望を、教員側も保護者側も互いに

もっていることが明らかになった。 

 特別支援学校にてペアレント・トレーニングを実践するには、

特別支援学校に在籍している障害の重い児童・生徒の実態を踏

まえ、保護者の悩みに寄り添った、より実践的な『特別支援学

校向けのペアレント・トレーニングプログラム』を考える必要

があると考え、特別支援学校在籍の児童・生徒の問題行動に関

する調査を基にした特別支援学校向けペアレント・トレーニン

グプログラムを開発し実践した。その結果、参加者からは、「本

当に良い講座だと思ったので、多くの保護者に受講してもらい

たい」、「良い講座だった。ありがとうございました」との感

想が寄せられ、参加者全員の感想が、参加して良かったという

ものとなった。さらに、参加者のＧＨＱ検査平均値も大きく向

上するという結果を得ることができた。 

 ペアレント・トレーニングは、一般的に小学校低学年までの

一定の言葉の理解ができる子供の保護者に効果があると言われ

ているが、本研究においては、肢体不自由教育部門の障害の重

度の子供の保護者や、知的障害部門及び肢体不自由教育部門の

高等部の保護者からも「参加して良かった」との声が寄せられ、

効果を実感することができた。このことについて、本研究の意

義は大きいと感じている。 

 発達障害者支援法が施行され約 15 年を経ているが、本研究

の調査ではペアレント・トレーニングを受講した経験のある保

護者はほとんどいなかった。また、ペアレント・トレーニング

について内容を理解している教員は多くなく、「内容を吟味し

て良いものであれば取り入れたい」との意見が多かった。特別

支援学校において、教員や外部の専門家などと連携して組織的

に保護者支援を行うことの一方策として、多くの学校でペアレ

ント・トレーニングが取り入れられることが望まれる。学校現

場でペアレント・トレーニングが取り入れられるには、まず教

員にペアレント・トレーニングが広く認知されるようになるこ

とが必要であろう。ペアレント・トレーニングの教師版として

ティーチャーズ・トレーニングというプログラムがある。今後、

これらの理解を広げられるような活動に取り組んでいきたい。      

（SANO Shoko） 


